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「都市鉱山からつくる！みんなの
メダルプロジェクト」詳細について

環資料



○SDGsの17のゴール

○2030アジェンダを受けた国内外の動き
• 国連、国連環境計画（UNEP）等の国際機関や、G7やG20等の国際
的枠組みにおいて、SDGsのゴール達成に向けた協力を表明。

• 企業（グローバルコンパクト）においては、企業によるSDGs実施の
ガイドライン（SDGコンパス）を策定。

• 環境省では、「ステークホルダーズ・ミーティング」の開催等、積極的
にSDGs達成に取り組む。

持続可能な開発目標（SDGs）の採択
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○平成27年度は、持続可能な開発目標（SDGs）を含む2030アジェンダ*が採択されるなど、
地球温暖化以外でも、様々な国際的枠組みが進展。（*正式名称：持続可能な開発のための
2030アジェンダ）

○2030アジェンダは、序文、政治宣言、
SDGs、 実施手段、フォローアップ
レビューで構成。SDGsは、17のゴールと169のターゲットから成る。

○地球サミットで採択されたアジェンダ21及び、リオ＋20での決定事項や
ミレニアム開発目標（MDGs）の評価を踏まえ、 2015年（平成27年）、国
連サミットにて、2030アジェンダを採択。

○2030アジェンダの特徴
• 環境、経済、社会の統合的向上
• 途上国のみならず先進国にも適用
されるユニバーサリティ（普遍性）

• 分野横断的なアプローチ
• グローバル・パートナーシップ
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貧困の撲滅
飢餓撲滅、食糧安全保障
健康・福祉
質の高い教育
ジェンダー平等
水と衛生
持続可能なエネルギー
包括的で持続可能な経済成長、雇用
強靱なインフラ、産業化・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
不平等の是正
持続可能な都市
持続可能な消費・生産
気候変動
海洋
生態系・森林、生物多様性
平和で包括的な社会
パートナーシップの活性化

2030アジェンダ



ゴール１２ 持続可能な消費と生産

12.２ 天然資源の持続可能な管理及び効率的な利用を達成する。

12.３ 小売・消費レベルにおける世界全体の一人当たりの食料

の廃棄を半減させ、生産・サプライチェーンにおける食

料の損失を減少させる。

12.５ 廃棄物の発生防止、削減、再生利用により、廃棄物の発

生を大幅に削減する。

12.８ 人々があらゆる場所において、持続可能な開発及び自然

と調和したライフスタイルに関する情報と意識をもつ。

SDGｓ（Sustainable Development Goals）の採択（2015. 9）
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小型家電リサイクル法の概要（平成25年4月施行）

認定事業者

・再資源化のための事業を行おうとする者は、
再資源化事業の実施に関する計画を作成
し、主務大臣の認定を受けることが出来る。

・再資源化事業計画の認定を受けた者又は
その委託を受けた者が小型家電の再資源
化に必要な行為を行うときは、市町村長等
の廃棄物処理業の許可を不要とする。

・収集を行おうとする区域内の市町村から分
別して収集した小型家電の引取りを求めら
れたときは、正当な理由がある場合を除き
引き取らなければならない。

※各市町村の特性に合わせて回収品目・回収方法
等を選択

中間処理施設 金属製錬

金属回収中間処理

回収排出

市町村
循環利用

製造業者（メーカー）の責務

・設計、部品、原材料の工夫により再資源化
費用低減
・再資源化により得られた物の利用

製造・販売

小売業者の責務

・消費者の適正な排出を確保する
ために協力

静脈物流

引渡

集積所
住 民

・分別して排出

引渡（直接回収）

消費者の責務

国の責務

・必要な資金の確保
・情報収集、研究開発の推進
・教育、広報活動

認定申請

認定、

指導・助言等

・再資源化事業計画の
認定

・再資源化事業計画の
認定を受けた者に対
する指導・助言、報告
徴収、立入検査

・認定の取消し

・分別して収集
・認定事業者その他再資源化を
適正に実施し得る者に引渡し

携帯電話、ゲーム機、デジタル
カメラ等

国

小型家電の例

市町村

国が認定した事業者は現在、49
者(平成28年12月現在)

回収



「都市鉱山からつくる！みんなのメダルプロジェクト」について

 東京オリンピック･パラリンピック競技大会組織委員会は、入賞メダルの原材

料に、携帯電話を含む小型家電から抽出されるリサイクル金属を用いる「都市

鉱山からつくる！みんなのメダルプロジェクト」を実施する。

 リサイクル活動の全国的展開を通じて原材料を調達することで「持続可能性

に配慮した大会」及び「大会への参画（エンゲージメント）の象徴」を目指す。

 組織委員会は、昨年11月から企画提案を公募し、本年2月1日、（株）NTTド

コモと（一財）日本環境衛生センター※の２者を、本プロジェクトを共に推進

する事業協力者代表として選定。

※ 日本環境衛生センターは、スズトクHD（株）、リネットジャパン（株）、（株）リーテムの３

社を中心とする全国の小型家電法認定事業者と連携して、小型家電リサイクル法に基づき回収。



《主な評価基準》

① 期限内に確実に原材料を供給できる方策

② 東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた機運醸成の具体策及びその策における事業協力者の支援

方法

③ トレーサビリティの確保等に留意したリサイクル運動をレガシーとすることができる推進策

（公財）東京オリンピック･パラリンピック競技大会組織委員会 公表資料（H28.11.16）より 4



リサイクルメダルに関するデータ

東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会第16回理事会（H28.11.9）資料抜粋

メダル制作に最低限必要な原材料（オリンピック・パラリンピック合算）

金 銀 銅

金属量合計 約214kg 約2,563kg 約1,469,000kg

小型家電リサイクル法認定事業者による金・銀・銅の再資源化実績（平成27年度）

メダルの種類 製造個数 金 銀 銅

金メダル 1,666 10kg 616kg 40kg

銀メダル 1,666 - 616kg 50kg

銅メダル 1,666 - - 646kg

金属合計重量
（kg）

- 10kg 1,233kg 736kg

（参考）歩留まりを考慮
した必要量

- 約40kg 約4,900kg 約3,000kg

※ メダルはオリンピック・パラリンピック合計5,000個分を想定。
※ メダルの重さ・組成はロンドン大会のメダル(1個400g)のもの。（リオ大会のメダルは1個500g）
※ 製造時の歩留まりは4倍程度を想定。
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リサイクルメダルについての環境大臣メッセージ（1月13日 閣議後会見）

 我が国のリサイクルの取組を国際的にアピールすると

ともに、現在、埋立てられている小型家電をリサイクル

する制度の普及や回収率の向上につなげる上で、大変に

有意義。

 組織委員会の審査を経て選定された事業者が自治体と

も連携することにより、日本全国の全ての国民の参加を

得て、小型家電がリサイクルメダルとなり、オリンピッ

ク後も循環型社会として定着する“レガシー”となるよう、

環境省としても全力で協力していく。
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✓ デザインは改変不可

✓ フリースペース部分の掲載内容は、左記のポスター（案）を
原則とし、必要な情報を記載

✓ 掲載内容は、本プロジェクトや小型家電リサイクルに関する
情報のみとし、原則、回収品目・回収方法・問い合わせ窓口
とする。それ以外の宣伝物（ゆるキャラ等）の告知・掲示は
不可

✓ 例外として、首長・アスリート等から本プロジェクトに関して
メッセージがある場合は、フリースペース内に顔写真と共に
記載いただいても問題ありません。その場合、本プロジェク
トに関係のないメッセージ（例：キャンプ地を誘致していま
す。）は不可となります。掲載内容は、「組織委員会の本プ
ロジェクト」へ協力する事実、或いは本プロジェクトへの参加
呼びかけに関する内容でメッセージを頂けるようにお願いし
ます。（写真を掲示する場合、洋服のロゴマーク等が非スポ
ンサーでないことを確認ください。）

✓ 上記のルールに該当しない場合、及びフリースペース以外
を独自デザインで作成することを希望される場合は、事前
承認が必要

こ
の
赤
枠
部
分
が

フ
リ
ー
ス
ペ
ー
ス

ポスター案

大会組織委員会との調整済①（共通ポスター）

自治体への案内ルール
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大会組織委員会との調整済②（マグネット）

8



О 6月上旬には全国の自治体に2箱、配布

✓ 図書館・スポーツ施設・食品スーパーの
受付カウンター等に設置可能

✓ 盗難防止用のセキュリティ仕様
✓ 箱のまま宅配便で引取（無料）

伝票記入も不要
✓ 本プロジェクト終了後も利用可能

大会組織委員会との調整済③
（携帯電話専用・小型簡易型回収ボックスについて）
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（参考）認定事業者の分布状況（全国49者）

(株)リーテム
スズトクＨＤ(株)
(株)ﾌｭｰﾁｬｰ･ｴｺﾛｼﾞｰ
JX金属商事(株)

(株)アビヅ
(株)紅久商店
トヨキン(株)
トーエイ(株)
リネットジャパン(株)
豊通マテリアル(株)
朝日金属（株）

(株)イボキン
(株)ｱｰﾙ･ﾋﾞｰ･ｴﾇ
マキウラ鋼業（株）

金城産業(株)

(株)エコリサイクル

ハリタ金属(株)
豊富産業(株)

ミナミ金属(株)

(株)エコネコル

安田金属(株)
(株)ｲｰ･ｱｰﾙ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ

ﾆｯｺｰ･ﾌｧｲﾝﾒｯｸ(株)

JX金属敦賀ﾘｻｲｸﾙ(株)

三重中央開発(株)

(株)マテック

(株)鈴木商会

(株)エコ計画

(株)市川環境ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
丸源起業(株)
オリックス環境(株)

平林金属(株)

大栄環境(株)
共英製鋼(株)
中辻産業（株）

(株)拓琉金属

JX金属苫小牧ｹﾐｶﾙ(株)

(株)シンコー

日本磁力選鉱(株)

柴田産業(株)

(株)クロダリサイクル

(株)水口テクノス

三木鋼業(株)

環境整備産業(株)

東京鐵鋼（株）

ｱｸﾄﾋﾞｰﾘｻｲｸﾘﾝｸﾞ(株)
(株)宮里

(平成28年12月現在)

(株)ツルオカ

(株)青南商事
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